
東カリブ諸国機構（ＯＥＣＳ）６カ国内政、経済、外交月間報告 

（アンティグア・バーブーダ（アンティグア）、ドミニカ（国）、グレナダ、セ

ントルシア、セントクリストファー・ネービス（セントキッツ）、セントビンセ

ント及びグレナディーン諸島（セントビンセント）） 

（２０２１年４月） 

在トリニダード・トバゴ日本国大使館 

 

 

１．概況 

●セントビンセントのラ・スフリエール火山が９日に爆発を開始し、政府は周辺

住民に避難を命じ、２万人近くが避難。大量の火山灰は近隣国にまで及び、農業

等への甚大な損害が発生。カリコム諸国は連携と支援を表明し、国連は約２，９

００万米ドルの支援要請を発出。日本も緊急援助物資を提供。４月中旬以降火山

活動は落ち着いたが、依然不安定な状況にある。 

●各国で新型コロナのワクチンがＣＯＶＡＸ等から届き、接種が本格化。一部に

ワクチンへの抵抗もあり、政府が接種を奨励。一部の国は接種者に検疫期間を短

縮すると発表。 

●米国務省人権報告書で東カリブ諸国等の市民権のための投資プログラムは透明

性を欠くとの記述にアンティグア等が同プログラムを抹殺するものと反発。ま

た、国務省が多くの国への渡航勧告引き上げに対し、ＯＥＣＳは観光業への影響

懸念、ワクチン支援を要請する声明を発表。 

 

２．内政 

（１）セントビンセントのラ・スフリエール火山爆発 

●５日付セントビンセント紙は、火山活動の影響で火山付近では５００近い地震

が発生したと報道。 

●８日、国家緊急管理機関（ＮＥＭＯ）は、火山がいつ爆発してもおかしくない

状況と発表し、同日夕刻にゴンザルベス首相は、危険レベルを赤に引き上げ、周

辺住民に対する避難命令を発出した。東カリブ各国は、セントビンセントへの支

援、要員の派遣、避難民の受入れ等を表明、実施した。 

●９日午前８時４０分、火山が爆発を開始し、大量の火山灰等が噴出を始めた。

ゴンザルベス首相は、避難必要者は１万８千人から２万人と発表。１１日付グレ

ナダ紙は、同国及びバルバドスにも火山灰が飛来したと報道。 

●１１日付セントキッツ紙は、同国はセントビンセントに１００万東カリブドル

の支援及び２万米ドルの地域援助基金への拠出を発表したと報道。１０及び１４

日付セントビンセント紙は、ベネズエラは支援物資と支援要員を乗せて、海軍船

を派遣、米国は１０万米ドルの緊急援助を発表したと報道。 

●１２日、西インド諸島大学（ＵＷＩ）地震研究所は、爆発及び火山灰の落下は

今後数日続く、火砕流は甚大な被害をもたらすと発表。１４日付セントベンセン



ト紙は、科学者は今回の爆発は７９年の爆発よりも大きく、１年近く続く可能性

があると述べたと報道。 

●１２日、ＯＥＣＳ緊急首脳会合が開催され、セントビンセントへの連帯を表明

し、火山の状況及びＯＥＣＳ諸国による支援計画等を協議した。 

●１２日付カリコム紙は、世銀は火山爆発危機に関して２千万米ドルの支援を発

表したと報道。１２日付セントビンセント紙は、英国は２０万ポンドの緊急支援

を発表したと報道。１３日、ＯＥＣＳは、セントビンセント支援のための募金活

動を開始したと発表、また、同日付各国紙は、加盟国も緊急物資、資金援助の

種々の支援を実施していると報道。１４日付ガイアナ紙は、仏は海軍船を派遣

し、技術支援を行うと報道。 

●１４日、米州機構（ＯＡＳ）は、カリコム諸国が中心となって提出されたセン

トビンセント支援決議を採択。 

●１５日、本件火山爆発に関するカリコム特別首脳会合が開催され、各国はセン

トビンセントへの支援と連帯を表明し、ゴンザルベス首相は各国・機関の支援に

謝意を述べ、避難者１万人を超えており、火山灰の影響は甚大と述べ、モトリ

ー・バルバドス首相は、同国への火山灰の影響も大きいと述べた。 

●１６日付カリコム紙他は、ＥＵは被災地支援のため７４万ユーロの支援、独は

３０万ユーロの支援を発表したと報道。 

●１９日付セントビンセント紙は、グテーレス国連事務局長は、中央緊急対応基

金から１００万米ドルの緊急支援を行うと発表したと報道。 

●２０日、トレブック・バルバドス国連事務所長及びゴンザルベス首相は、協力

パートナー向けビデオ会議を開催し、火山爆発の影響、被害等の説明を行い、国

連は人道支援と復興支援を柱とする２９百万米ドル強の支援要請を発出した。ま

た、ゴンザルベス首相は、世銀の分析では、被災地域の被害総額は、３億８千７

百万米ドル以上と紹介した。 

●２１日付セントビンセント紙は、グレナダ政府は、セントビンセント支援とし

て１００万東カリブドルを供与することを決定した、モンセラットは１５万東カ

リブドルを寄贈、カリブ災害危険保険機構（ＣＣＲＩＦ）は、約２２０万米ドル

の資金援助を提供したと報道。 

●２２日付セントビンセント紙は、火山灰堆積で閉鎖されていた首都空港が２４

日に再開されると発表、ＵＷＩ地震研究所は火山が再度爆発、北マイアミビーチ

市は被災者にマスク２万枚を寄贈したと報道。 

●２２日、日本政府は、緊急援助物資（毛布、簡易水槽）の供与を発表。２３日

及び２６日付セントビンセント紙は、アイルランドは２０万ユーロの支援、ノル

ウェーは１５万米ドルの支援、カナダは４４万加ドルの支援、ＵＮＤＰは３０万

米ドルの支援を発表したと報道。 

●２５日付セントビンセント紙は、ＵＷＩ地震研究所は、火山活動は落ち着き、

地震活動もほぼ見られなくなったと発表したと報道。また、２８日、同研究所

は、火山活動状況は落ち着いているが、引き続き不安定な状況にあると発表。 



●２６日付セントビンセント紙は、カリブ農業調査開発研究所は、同国の農業は

火山爆発により１００％の野菜作物、８０％のクズウコン作物が損失、赤危険地

帯では樹木作物の９０％、根菜類の８０％以上が被害を受けたと発表したと報

道。 

●２７日付セントビンセント紙は、英国は国連の支援要請に呼応してＷＦＰに５

５万ポンドを拠出する、火山爆発後の総支援額は８０万ポンドとなると発表した

と報道。 

●２８日、国連総会で火山爆発を受けて、セントビンセントへの連帯及び支援を

呼びかける決議が採択された。 

●２８日付グレナダ紙は、ＬＩＡＴ航空は、停止していた周辺国のフライトにつ

き、２８日からグレナダ便、５月６日からセントビンセント便を再開すると発表

したと報道。 

●２９日付セントビンセント紙は、同日の大雨の影響で島南部は洪水、北部は火

山灰等の泥流が顕著になっていると報道。 

（２）新型コロナウイルス 

●４日付セントキッツ紙は、ＣＯＶＡＸからのワクチン３万６千回分が同日到着

すると報道。６日付セントビンセント紙は、同日２万４千回分のＣＯＶＡＸワク

チンが到着予定と報道。７日付セントルシア紙は、ＣＯＶＡＸからの最初のワク

チン２万４千回分が到着したと報道。９日付グレナダ紙は、ＣＯＶＡＸワクチン

２万４千回分が到着したと報道。 

●９日付セントキッツ紙は、ハリス首相は、Ｇ７等の先進国は、小島嶼国のワク

チン確保に協力してほしいと述べたと報道。 

●１０日付アンティグア紙は、ブラウン首相は、ロシアのワクチンが２千回分、

中国のワクチン２万回分が間もなく到着する、感染者が増加する状況で、ワクチ

ン接種を奨励したと報道。 

●１５日付グレナダ紙は、同国のセントジョージス大学は、ワクチン接種を条件

に米国からの学生の再入国を認め、再開すると発表したと報道。 

●１６日、ＯＥＣＳ事務局は、ＯＥＣＳはアフリカ連合（ＡＵ）とワクチン確保

のためのビデオ会合を開催し、ブラウン・アンティグア首相（小島嶼国同盟議

長）他が出席したと発表。 

●１９日付セントルシア紙は、同日から学校での通学授業が再開されると報道。 

●２１日付アンティグア紙は、米国務省が同国への渡航勧告をレベル４に引き上

げたことに対し、政府は観光業などへの影響を懸念する、米政府にその懸念を伝

えたと報道。３０日、ＯＥＣＳは、米国務省が一部加盟国への渡航勧告を引き上

げたことを懸念し、ワクチンの平等アクセスを求める声明を発出。 

●２１日付セントキッツ紙は、カナダ企業が開発中のコビジェニックス・ワクチ

ンの第１次臨床試験をセントキッツで実施すると発表したと報道。 

●２２日付グレナダ紙は、政府は５月より、ワクチン完全接種者は入国時のＰＣ

Ｒ検査が陰性であれば、検疫期間を４８時間に短縮すると発表したと報道。 



●２３日付アンティグア紙は、政府は感染者が減少していることから、ジム再開

等の一部規制緩和を発表したと報道。 

●２９～３０日付セントキッツ紙は、政府は、５月からワクチン完全接種者の入

国後検疫期間を９日間に短縮する、外国人の就労許可取得、更新にはワクチン接

種が必要と発表したと報道。 

●３０日付アンティグア紙は、政府は、ワクチン完全接種者で陰性検査結果保持

者は、入国後の検疫期間を１週間に短縮すると発表したと報道。 

（３）その他内政 

●８日付ドミニカ紙は、ハイチ人４人が違法出国しようとした事案で、裁判所は

同４人の強制退去請求を却下し、罰金刑に処したと報道。 

●１５日付アンティグア紙は、警察は本年第１四半期の犯罪件数は５８６件で、

昨年同期の６１９件からやや減少したと発表したと報道。 

●２８日付アンティグア紙は、同国税関は、英国国境警備隊から１万５千ドル相

当の個人防護服等の物資の贈呈を受けたと報道。 

●２８日付ドミニカ紙は、同国議会で、ダルー外務大臣が提出した米国の対キュ

ーバ経済制裁の解除を求める決議が可決されたと報道。 

 

３．経済 

●７日付セントビンセント紙は、ゴンザルベス首相は、コロナ禍の経済への影響

等で、政府はこの１～２ヶ月内に公務員給与を払えなくなると述べたと報道。 

●８日付アンティグア紙は、政府は初めての海洋ブルーエコノミー計画及びブル

ーエコノミー局の設置を承認したと報道。 

●８日付グレナダ紙は、同国へのサルガッサム海藻の漂着が多くのビーチ及び漁

業に大きな影響を与えていると報道。 

●１９日付セントビンセント紙は、シーザー農業大臣は、火山の爆発にも関わら

ず、カリブ諸国への農産品輸出は継続すると述べたと報道。 

●２１日、グレナダで草の根・人間の安全保障無償で支援したポンプ場設置引渡

し式典が実施され、平山大使がオンラインで参加し、施設及び水資源を効果的に

活用してほしいと強調。式典には、地元のルイス議員、トーマス議員等が出席。 

●２２日、米国主催の気候変動会合で、ブラウン・アンティグア首相は、小島嶼

国は気候変動の影響を最も受けており、脆弱性を考慮した譲許的な資金のアクセ

ス、債務救済、コロナ・ワクチンへの平等なアクセス等が必要と述べた。 

●２２日付グレナダ紙は、ミッチェル首相は中国支援の低所得者向け住宅の完成

式典で、中国は安価な住宅提供という公約実現に大きな役割を果たしていると賞

賛したと報道。 

●２６日、ＯＥＣＳは、世界知的所有権機関（ＷＩＰＯ）との間で、無形資産及

び知的所有権の保護と近代化に必要な法的及び規制体制強化のための協力覚書を

締結したと発表。 

●２７日付セントルシアは、シャスネ首相は、コロナ禍対策第３段階として、経



済復興及び強靭化に入り、官民協力の共同努力を行うと述べたと報道。 

●２９日付ドミニカ紙は、議会は、コロナ禍対策及び復興のため世銀からの６，

７００万ドルの借款を承認したと報道。 

 

４．外交 

●８日付アンティグア紙は、ブラウン首相は、米国務省人権報告書で、アンティ

グア、ドミニカ、セントキッツ等の市民権のための投資プログラムは透明性が欠

如していると記載されたことに対し、同プログラムを抹消しようとするものと批

判したと報道。 

●１５日、セントキッツ情報局は、１４日に初めてのセントキッツとカナダの外

務事務レベル協議が開催され、コロナ禍、経済貿易関係、共通関心事項が協議さ

れたと発表。 

●２１日付グレナダ紙は、２０日国連経済社会理事会で行われたユニセフ執行委

員国選挙で、グレナダは２２～２４年の執行委員国に選出されたと報道。 

●２２日、セントキッツ情報局は、エベリン環境大臣は、エスカス協定（中南米

カリブ地域での環境分野の情報入手等に関する地域協定）の発効式典で祝辞を述

べたと発表。 

●２６日付ドミニカ紙は、スケリット首相は、２３日にチャールズ英皇太子が主

催したカリコム諸国等の島嶼国との災害対応に関するビデオ円卓会議に出席し、

小島嶼国にとり災害対策、復興にはアクセス可能で、迅速な資金が必要であると

述べたと報道。 

●２８日付セントルシア紙は、シャスネ首相は同日日帰りでバルバドスを訪問

し、ハイレベル会合に出席すると発表したと報道。 

 

※これは，報道等公開情報をまとめたものであり，報道の真偽まで確かめたもの

ではありません。 

  


